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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第２四半期連結
累計期間

第71期
第２四半期連結
累計期間

第70期
第２四半期連結
会計期間

第71期
第２四半期連結
会計期間

第70期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 85,264 93,318 47,704 48,719 174,762

経常損益（百万円） △2,012 1,849 336 1,510 47

四半期（当期）純損益（百万円） △1,935 1,048 598 1,206 549

純資産額（百万円） － － 6,269 8,486 9,312

総資産額（百万円） － － 111,332 111,621 112,714

１株当たり純資産額（円） － － 21.63 29.43 32.34

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△6.86 3.72 2.12 4.28 1.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 5.5 7.4 8.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,356 3,632 － － 12,381

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,491 △1,587 － － △3,350

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,548 △1,432 － － △7,731

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 6,805 10,356 10,192

従業員数（人） － － 8,949 9,596 9,128

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第70期第２四半期連結累計期間は、四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第71期第２四半期連結累計期間、第

70期第２四半期連結会計期間、第71期第２四半期連結会計期間及び第70期は、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人）     9,596

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人）     1,479

　（注）　従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

　　　当第２四半期連結会計期間

　　　 (自　平成22年７月１日

　　　  至　平成22年９月30日）　　

前年同四半期比（％）　

日本（百万円） 24,074 －

米州（百万円） 5,074 －

欧州（百万円） 1,167 －

アジア・豪州（百万円） 11,240 －

合計（百万円）　 41,557 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。　

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

　　　当第２四半期連結会計期間

　　　 (自　平成22年７月１日

　　　  至　平成22年９月30日）　　

前年同四半期比（％）　

日本（百万円） 26,859 －

米州（百万円） 15,547 －

欧州（百万円） 2,699 －

アジア・豪州（百万円） 3,612 －

合計（百万円）　 48,719 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。　

　

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（百万円） 割合 金額（百万円） 割合

  ％  ％

Ford Motor Company 7,290 15.3 7,893 16.2

 　　 　　％　 　　 　　％　

カルソニックカンセイ(株)　 4,329 9.1 7,629 15.7

　 　 ％ 　 ％

日産自動車(株)　 6,938 14.5 3,417 7.0

　　　　　　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。　　　

　

３【経営上の重要な契約等】

　　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エコカー補助金終了前の駆け込み需要、猛暑による特需効果がみ

られましたが、デフレと急速な円高の進行により企業業績の下振れ懸念がでてきております。また、欧米ではドル安・

EDINET提出書類

クラリオン株式会社(E01814)

四半期報告書

 4/30



ユーロ安による効果が一部ではみられますが、全体として経済は低調に推移しており、アジアを中心とした新興国で

も、好調な経済成長に一服感がでてきております。

　当社グループの関連する自動車業界においては、アジアを中心とした新興国での車両販売が増加し、先進国でも北米

及び日本は堅調に推移しましたが、日本ではエコカー補助金の終了により今後国内販売は厳しくなることが想定され

ております。

　このような市場環境のもと当社グループは、売上の拡大、設計・開発コストの低減、資材の現地調達拡大による変動

費低減等により、収益力のある企業体質に向けての転換をはかっております。

　当第２四半期連結会計期間における業績につきましては、日本国内でのエコカー補助金による特需に加え、米州及び

中国を筆頭としたアジア地域における新車販売台数の前年同期比増加を背景に、ＯＥＭ（相手先ブランドによる生

産）市場を中心として好調に推移いたしました。その結果、連結売上高は487億19百万円と前連結会計期間比2.1％の

増収となりました。

　損益面につきましては、部品供給の逼迫問題に起因する機会損失及び輸送費等一部費用の増加はありましたが、固定

費の抑制及び変動費低減活動の強化に努めました結果、原価率の改善がはかられ、16億60百万円の連結営業利益と前

連結会計期間比331.4％の大幅増益となりました。また、円高影響による為替差損の計上（前連結会計期間は為替差

益）等により連結経常利益は15億10百万円と前連結会計期間比349.2％の増益となりました。特別損益につきまして

は、固定資産売却益21百万円等、特別利益52百万円を計上、固定資産除却損57百万円等、特別損失を77百万円計上いた

しました。さらに税金費用を控除し、前連結会計期間比101.5％となる12億6百万円の連結四半期純利益を計上いたし

ました。

　 

　セグメントの業績は、以下のとおりであります。

 

（日本）

　国内経済は、欧米経済の減速懸念による外需の先行き不透明感の高まり、長引くデフレ影響、加えて15年ぶりの円高

水準により減速しつつあります。

このような環境下において、自動車業界ではエコカー補助金等の購入支援策が下支えとなって７～９月の新車販売

台数は前年同期比14％の増加となるなど、当社グループにとって追い風となりました。

　業績につきましては、新車販売台数増加を背景にＯＥＭ市場における販売が増加となり、セグメント売上高は268億

59百万円となりました。

　損益面につきましては、増収効果、原価率改善及び販売費及び一般管理費の削減により、10億91百万円のセグメント

利益となりました。

　

（米州）

　米国におきましては、７～９月の新車販売台数は前年同期比横這いで、販売が伸び悩んでおります。

　業績につきましては、ドル安影響による売上高の減少はありましたが、ＯＥＭ市場全体での販売が堅調に推移した結

果、セグメント売上高は155億47百万円となりました。

　損益面につきましては、販売価格の低下等がありましたが、増収効果及び販売費及び一般管理費の削減により、5億16

百万円のセグメント利益となりました。
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（欧州）

　欧州におきましては、ＯＥＭ顧客への販売の減少、ユーロ安による売上高の減少等により、セグメント売上高は26億

99百万円となりました。

　損益面につきましては、原価率改善及び販売費及び一般管理費の削減により5百万円のセグメント利益となりまし

た。

　

（アジア・豪州）

　アジア・豪州におきましては、中国を中心に今年に入ってからも新車販売台数を伸ばし、ＧＤＰも２桁成長が続いて

おりましたが、若干の陰りがでてきております。

　業績につきましては、主に中国ＯＥＭ市場における販売が好調に推移し、セグメント売上高は36億12百万円となりま

した。

　損益面につきましては、原価率の改善はありましたが、部品逼迫に起因する輸送費等の増加により、45百万円のセグ

メント損失となりました。

　　

　なお、上記セグメントの売上高は外部顧客に対するものであります。

　

　※セグメント利益又は損失は、連結営業利益又は損失であります。　

　　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は103億56百万円（前第２四半期連結会計期間末残

高は68億5百万円）となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、売上債権の増加による支出はありましたが、税金等調整前四

半期純利益の計上等により51億32百万円の収入（前第２四半期連結会計期間は106億15百万円の収入）となりまし

た。

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期貸付金の実行による支出、生産設備等の有形固定資産及

びソフトウェア等の無形固定資産の取得等で、12億59百万円の支出（前第２四半期連結会計期間は22億78百万円の支

出）となりました。その結果、フリー・キャッシュ・フローは38億72百万円の収入（前第２四半期連結会計期間は83

億36百万円の収入）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入金の返済、長期借入金の返済等により22億24百万円

の支出（前第２四半期連結会計期間は74億76百万円の支出）となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、17百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 282,744,185 282,744,185

東京証券取引所

大阪証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 282,744,185 282,744,185 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 282,744 － 26,100 － 2,667
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 179,815 63.60

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社
東京都中央区晴海1丁目8-11 10,713 3.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社
東京都港区浜松町2丁目11-3 6,550 2.32

資産管理サービス信託銀行株式会社
東京都中央区晴海1丁目8-12　晴海アイラン

ドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟
2,701 0.96

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株

式会社　
東京都千代田区丸の内2丁目5-2 2,035 0.72

クラリオン従業員持株会 埼玉県さいたま市中央区新都心7-2 1,466 0.52

ソシエテ　ジェネラル　パリ　オムニバ

ス　ビーエスエスジーエスエヌピー
東京都港区赤坂1丁目12-32　アーク森ビル 1,166 0.41

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2丁目2-2 1,040 0.37

ジェーピー　モルガン　セキュリティー

ズ
東京都中央区月島4丁目16-13 880 0.31

JPモルガン証券株式会社　　　　　　　　
東京都千代田区丸の内2丁目7-3　東京ビル

ディング
837 0.30

計 ― 207,203 73.28

　（注）　　信託銀行各社の持株数には、信託業務に係る株式数21,004千株が含まれております。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

780,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

280,894,000
280,894 －

単元未満株式
普通株式

1,070,185
－ －

発行済株式総数 282,744,185 － －

総株主の議決権 － 280,894 －

(注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数1個）含まれて　　

　　　おります。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

クラリオン株式会社
文京区白山５－35－

２
780,000 － 780,000 0.3

計 － 780,000 － 780,000 0.3

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数 1

個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

平成22年
５月

平成22年
６月

平成22年
７月

平成22年
８月

平成22年
９月

最高（円） 232 205 213 189 184 175

最低（円） 182 154 159 158 153 139

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。　 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,356 10,192

受取手形及び売掛金 29,703 27,635

商品及び製品 11,481 12,643

仕掛品 1,156 887

原材料及び貯蔵品 8,651 7,688

その他 6,471 7,765

貸倒引当金 △320 △429

流動資産合計 67,499 66,382

固定資産

有形固定資産 ※1
 22,752

※1
 24,110

無形固定資産

のれん 5,941 6,399

その他 10,207 10,288

無形固定資産合計 16,148 16,687

投資その他の資産 ※2
 5,220

※2
 5,533

固定資産合計 44,122 46,331

資産合計 111,621 112,714

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 28,409 28,489

短期借入金 24,061 1,917

未払法人税等 737 1,052

賞与引当金 1,676 1,236

製品保証引当金 622 748

その他 13,287 12,402

流動負債合計 68,794 45,848

固定負債

長期借入金 20,861 44,239

退職給付引当金 9,845 10,029

役員退職慰労引当金 194 273

製品保証引当金 453 433

その他 2,986 2,576

固定負債合計 34,340 57,553

負債合計 103,134 103,401
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 26,100 26,100

資本剰余金 2,669 2,669

利益剰余金 △10,543 △11,592

自己株式 △122 △120

株主資本合計 18,104 17,057

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 45 68

繰延ヘッジ損益 △18 3

土地再評価差額金 812 812

為替換算調整勘定 △10,645 △8,822

評価・換算差額等合計 △9,805 △7,937

少数株主持分 188 193

純資産合計 8,486 9,312

負債純資産合計 111,621 112,714
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 85,264 93,318

売上原価 74,257 78,641

売上総利益 11,006 14,676

販売費及び一般管理費 ※
 12,799

※
 12,380

営業利益又は営業損失（△） △1,792 2,296

営業外収益

受取利息 36 35

受取配当金 7 11

持分法による投資利益 16 34

為替差益 291 －

その他 182 133

営業外収益合計 534 214

営業外費用

支払利息 379 324

為替差損 － 130

特許関連費用 113 －

その他 261 207

営業外費用合計 754 661

経常利益又は経常損失（△） △2,012 1,849

特別利益

固定資産売却益 155 41

開発費メーカー負担確定額 528 －

補助金収入 － 28

環境対策費用戻入益 2 －

その他 87 20

特別利益合計 775 90

特別損失

固定資産売却損 1 6

固定資産除却損 51 87

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 111

事務所移転費用等 34 16

原状回復費用 15 －

その他 0 26

特別損失合計 104 248

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,341 1,691

法人税、住民税及び事業税 642 571

法人税等調整額 △48 68

法人税等合計 594 639

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,052

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 4

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,935 1,048
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 47,704 48,719

売上原価 40,628 40,812

売上総利益 7,075 7,907

販売費及び一般管理費 ※
 6,690

※
 6,246

営業利益 385 1,660

営業外収益

受取利息 17 17

受取配当金 0 1

持分法による投資利益 7 19

保険配当金 － 30

為替差益 135 －

その他 131 52

営業外収益合計 293 121

営業外費用

支払利息 209 158

為替差損 － 7

その他 131 105

営業外費用合計 341 271

経常利益 336 1,510

特別利益

固定資産売却益 71 21

開発費メーカー負担確定額 528 －

補助金収入 － 28

環境対策費用戻入益 2 －

その他 32 2

特別利益合計 636 52

特別損失

固定資産売却損 1 5

固定資産除却損 29 57

原状回復費用 15 －

その他 0 14

特別損失合計 48 77

税金等調整前四半期純利益 924 1,485

法人税、住民税及び事業税 356 193

法人税等調整額 △30 83

法人税等合計 326 276

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,208

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 1

四半期純利益 598 1,206
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△1,341 1,691

減価償却費 3,989 3,556

のれん償却額 458 457

持分法による投資損益（△は益） △16 △34

投資有価証券売却損益（△は益） △25 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 △74

退職給付引当金の増減額（△は減少） 352 △178

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △15 △79

製品保証引当金の増減額（△は減少） △416 △43

受取利息及び受取配当金 △43 △47

支払利息 379 324

為替差損益（△は益） △99 △204

固定資産売却損益（△は益） △153 △35

固定資産除却損 51 87

売上債権の増減額（△は増加） △2,630 △3,545

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,161 △895

仕入債務の増減額（△は減少） 5,808 1,362

その他 △2,277 2,343

小計 7,231 4,685

利息及び配当金の受取額 43 47

利息の支払額 △386 △330

法人税等の支払額 △532 △769

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,356 3,632

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 118 －

有形固定資産の取得による支出 △1,580 △657

有形固定資産の売却による収入 370 72

無形固定資産の取得による支出 △1,008 △1,645

投資有価証券の取得による支出 △36 △12

投資有価証券の売却による収入 202 24

貸付けによる支出 △2,088 △5,417

貸付金の回収による収入 1,533 6,048

その他 △0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,491 △1,587

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △5,392 △1,000

長期借入れによる収入 12,200 －

長期借入金の返済による支出 △12,082 △149

リース債務の返済による支出 △272 △281

自己株式の取得による支出 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,548 △1,432

現金及び現金同等物に係る換算差額 △549 △449

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,233 163

現金及び現金同等物の期首残高 9,039 10,192

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,805

※
 10,356
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　１．連結の範囲に関する事項の変更  (1) 連結の範囲の変更

　クラリオンサービス㈱は、第１四半期連結会計期間においてクラリオン

製造プロテック㈱と合併したため、連結の範囲から除いております。

　なお、クラリオン製造プロテック㈱はクラリオンマニュファクチャリン

グアンドサービス㈱に社名変更いたしました。

  (2) 変更後の連結子会社の数　

　20社 

　２．会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は38百

万円、税金等調整前四半期純利益は150百万円減少しております。また、当

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は179百万円でありま

す。

　なお、「資産除去債務」（当第２四半期連結会計期間末残高179百万円）

は、重要性が乏しいため、固定負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。　

　　

　

  

【表示方法の変更】

　　　　　　　　　当第２四半期連結累計期間　

　　　　　　　　　（自　平成22年４月１日　

　　　　　　　　　　至　平成22年９月30日）

(四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２

四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　　　　　　　　　当第２四半期連結会計期間　

　　　　　　　　　（自　平成22年７月１日　

　　　　　　　　　　至　平成22年９月30日）

(四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２

四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　また、前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険配当金」は、

営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２

四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険配当金」は37百万円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度に使用し

た将来業績予測やタックス・プランニングを利用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、主に当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、

税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、48,010百万円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、48,381百万円で

あります。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額　 ※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 　△42百万円　 投資その他の資産 △41百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 4,014百万円

賞与引当金繰入額 454 

退職給付費用 295 

荷造運賃 1,389 

広告宣伝費 383 

貸倒引当金繰入額 55　

給料手当 3,485百万円

賞与引当金繰入額 512 

退職給付費用 257 

荷造運賃 1,830 

広告宣伝費 340 

　 　　

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料手当 1,943百万円

賞与引当金繰入額 223 

退職給付費用 155 

荷造運賃 736 

広告宣伝費 216 

給料手当 1,696百万円

賞与引当金繰入額 264 

退職給付費用 137 

荷造運賃 955 

広告宣伝費 170 

貸倒引当金繰入額 14 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在）

（百万円）

（平成22年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 7,051

預入期間が３か月を超える定期預金 △246

現金及び現金同等物 6,805

 

　 　

現金及び預金勘定 10,356

現金及び現金同等物 10,356

 

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  282,744千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  780千株
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
自動車機器
事業

（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 42,874 1,872 2,956 47,704 －  47,704

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 42,874 1,872 2,956 47,704 (－) 47,704

営業利益又は営業損失（△） 309 114 △38 385 (－) 385

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
自動車機器
事業

（百万円）

特機事業
（百万円）

その他の
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 76,477 3,359 5,428 85,264 － 　　 85,264

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 76,477 3,359 5,428 85,264 (－) 85,264

営業利益又は営業損失（△） △1,985 142 50 △1,792 (－) △1,792

　（注）１．事業区分の方法

製品の種類、機能的特性、用途等の類似性に基づき区分しております。

２．各事業区分の主要な製品

(1）自動車機器事業カーナビゲーション、カーオーディオ、カーマルチメディア機器及びこれらの周辺機器

(2）特機事業 業務車輌用ＡＶ機器、運行管理システム、ＣＣＤカメラ等車両周囲確認ＴＶシステム機器

(3）その他の事業 ＳＳ無線機器、携帯電話、ＥＭＳ事業、その他
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）

アジア・
豪州

（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
26,98914,3602,933 3,42047,704 　　　－　 47,704

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
10,557 210 4,830 123 15,722(15,722) －

計 37,54714,5717,763 3,54463,426(15,722) 47,704

営業利益又は営業損失（△） △209 703 △14 △28 451 (66) 385

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
米州

（百万円）

アジア・
豪州

（百万円）

欧州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
47,40225,8075,311 6,74385,264 － 85,264

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
18,257 429 8,736 185 27,609(27,609) －

計 65,65926,23714,0476,929112,873(27,609) 85,264

営業利益又は営業損失（△） △1,844 791 △267 △437 △1,758 (34) △1,792

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル

(2）アジア・豪州：オーストラリア、中国、台湾、マレーシア、フィリピン

　(3）欧州：ドイツ、イギリス、フランス、ハンガリー
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 14,364 3,422 3,180 20,967

Ⅱ　連結売上高（百万円）             47,704

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 30.1 7.2 6.7 44.0

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 25,814 6,745 5,754 38,314

Ⅱ　連結売上高（百万円）             85,264

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 30.3 7.9 6.7 44.9

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、ベネズエラ

(2）欧州：ドイツ、イギリス、フランス

(3）その他の地域：オーストラリア、中国、韓国、台湾、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。　

　当社グループは、主に自動車機器等を生産・販売しており、国内においては当社及び国内連結子会社３社が、

海外においては米州（米国、カナダ、メキシコ、ブラジル）、欧州（ドイツ、イギリス、フランス、ハンガリー）、

アジア・豪州（中国、台湾、マレーシア、フィリピン、オーストラリア）の現地法人が、それぞれ担当しておりま

す。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しております。

　したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「米

州」、「欧州」、「アジア・豪州」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、自動車機

器のほか、特機及びその他の製品を生産・販売しております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

　　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 報告セグメント 　 四半期連結

損益計算書

計上額

　
日本 米州 欧州

アジア・

豪州
合計

調整額

　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 49,83530,4635,989 7,02993,318 － 93,318

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高　
23,087 315 85 14,18137,669△ 37,669 －

計  72,92230,7796,07421,211130,988△ 37,66993,318

セグメント利益又は損失

(△)
1,231 1,153 47 △ 102 2,329 △ 33 2,296

（注）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は損失であります。また、セグメント

利益の調整額△33百万円は、全額セグメント間取引消去であり、四半期連結損益計算書計上額と調整を行っ

ております。

　

　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 報告セグメント 　 四半期連結

損益計算書

計上額

　
日本 米州 欧州

アジア・

豪州
合計

調整額

　 　

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 26,85915,5472,699 3,61248,719 － 48,719

　セグメント間の内部

　売上高又は振替高
11,168 158 43 8,10219,472△ 19,472 －

計  38,02715,7062,74211,71468,192△ 19,47248,719

セグメント利益又は損失

(△)
1,091 516 5 △ 45 1,567 93 1,660

（注）セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は損失であります。また、セグメント

利益の調整額93百万円は、全額セグメント間取引消去であり、四半期連結損益計算書計上額と調整を行って

おります。
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（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

　当第２四半期連結会計期間末において、著しい変動はありません。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末において、著しい変動はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末において、著しい変動はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。　

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。　　　

　

（資産除去債務関係）

　当第２四半期連結会計期間末において、著しい変動はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

 29.43円  32.34円

 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.86円 １株当たり四半期純利益金額 3.72円

　なお、潜在的株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　なお、潜在的株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益額及び四半期純損失額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額（△）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △1,935 1,048

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△1,935 1,048

期中平均株式数（千株） 281,990 281,967

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2.12円 １株当たり四半期純利益金額 4.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 598 1,206

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 598 1,206

期中平均株式数（千株） 281,987 281,966
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（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　　当第２四半期連結会計期間末において、著しい変動はありません。　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月９日

クラリオン株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 川井　克之　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 山﨑　隆浩　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クラリオン株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 　

EDINET提出書類

クラリオン株式会社(E01814)

四半期報告書

29/30



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月４日

クラリオン株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 山元　清二　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 山﨑　隆浩　　印

 

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクラリオン株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クラリオン株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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